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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第３四半期連結
累計期間

第70期
第３四半期連結

累計期間
第69期

会計期間

自2017年
４月１日
至2017年
12月31日

自2018年
４月１日
至2018年
12月31日

自2017年
４月１日
至2018年
３月31日

売上高 （百万円） 106,359 106,068 149,649

経常利益 （百万円） 8,812 6,916 11,248

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 6,052 4,579 7,883

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 7,173 4,182 8,714

純資産額 （百万円） 56,370 60,181 57,908

総資産額 （百万円） 135,199 140,026 140,561

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 350.35 265.66 456.24

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 345.70 262.34 450.27

自己資本比率 （％） 41.1 42.4 40.5

 

回次
第69期

第３四半期連結
会計期間

第70期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自2017年
10月１日
至2017年
12月31日

自2018年
10月１日
至2018年
12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 214.55 104.57

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっている。

４．2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施している。前連結会計年度の期首に当

該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益を算定している。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

　なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っている。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、通商問題の動向、海外経済の不確実性や金融資本市場の動向

に留意する必要があったが、企業収益及び雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調が続いた。

　このような状況の中、当社グループの主要事業である建設事業においては、公共投資は弱含みではあるが高水準

を維持し、民間投資は住宅関連で前年と比べ横ばいながら、企業の設備投資は増加傾向にあり、全体的には良好な

経営環境となった。

　このような情勢下において、当社グループを挙げて営業活動を行った結果、連結受注高においては151,523百万

円（前年同期比34.3%増）となった。うち、当社受注工事高においては、土木工事で59,086百万円（前年同期比

53.9%増）、建築工事で61,720百万円（前年同期比38.4%増）、合計120,806百万円（前年同期比45.6%増）となっ

た。なお、官民別比率は、官公庁工事39.9％、民間工事60.1％である。

　また、連結売上高においては106,068百万円（前年同期比0.3%減）となった。うち、当社完成工事高において

は、土木工事で37,661百万円（前年同期比2.6%増）、建築工事で39,582百万円（前年同期比1.5%増）、合計77,243

百万円（前年同期比2.0%増）となった。なお、官民別比率は、官公庁工事54.7％、民間工事45.3％である。

　利益面においては、連結で経常利益6,916百万円（前年同期比21.5%減）となり、親会社株主に帰属する四半期純

利益4,579百万円（前年同期比24.3%減）という結果になった。うち、当社の経常利益で5,254百万円（前年同期比

16.4%減）、四半期純利益で3,538百万円（前年同期比19.4%減）となった。

　セグメント別の業績は次のとおりである。

　土木事業においては、売上高は53,977百万円（前年同期比3.3%増)、営業利益4,728百万円（前年同期比21.6%減)

となった。

　建築事業においては、売上高は49,851百万円（前年同期比3.3%減)、営業利益2,077百万円（前年同期比19.6%

減）となった。

　その他の事業においては、売上高は2,239百万円（前年同期比11.1%減）、営業利益120百万円（前年同期比

163.6%増）となった。

 

（2）財政状態に関する情報

　当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末に比べ、現金預金が3,427百万円、未成工事支出

金等が1,076百万円、建物・構築物が1,340百万円増加したが、受取手形・完成工事未収入金等が7,518百万円減少

したこと等により、資産合計は535百万円減少し140,026百万円となった。

　負債の部は、前連結会計年度末に比べ、未成工事受入金が2,618百万円、預り金が3,445百万円増加したが、支払

手形・工事未払金等が5,220百万円、未払法人税等が1,750百万円減少したこと等により、負債合計は2,808百万円

減少し79,845百万円となった。純資産の部は前連結会計年度末に比べ、2,272百万円増加した60,181百万円とな

り、自己資本比率は42.4％となった。

 

（3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はな

い。
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。

 

（5）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は55百万円であった。また、当第３四半期連結累計期間におい

て、研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

（6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　建設業界においては、政府建設投資は前年並みの投資が期待されるなか、都市部における雨水対策などの防災・

減災事業や社会インフラ設備の老朽化対策事業などへの投資も堅調に推移すると見込まれる。また、民間建設投資

においては、先行きの不透明感はあるが、首都圏における投資を中心に緩やかな回復基調が継続すると見込まれ

る。

　このような状況の中、技術者・技能労働者不足や資材費等の上昇懸念は残っており、今後も動向を注視する必要

がある。また、作業所の週休二日制の実施や時間外労働の削減など働き方改革を推進し、現場技術者や技能労働者

の労働環境の改善に努めていく必要もある。

 

（7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの財務戦略については、建設事業が主力事業であることから、工事代金及び短期借入金を主体に資

金を調達している。2017年５月12日に開示した当社の「中期経営計画(2017～2019年度)」に基づき、資金調達手段

の多様化により「財務体質の更なる強化」を図る方針である。

 

（8）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループは2017年度を初年度とする中期経営計画に基づき、「創業の精神に則り技術力を持続的発展の礎と

し、技術力に裏打ちされた収益力の強化と資本政策の充実により企業価値を向上させ、すべてのステークホルダー

にとって魅力ある企業を目指す。」を中長期の経営ビジョンとし、独自技術の高度化及び実効性のある技術の開発

に取り組むとともに、持続的成長に不可欠な人的経営資源を確保し、安定的な収益構造の確立を目指していく。

　具体的には土木事業戦略として、得意技術をはじめとする技術開発の深化により、競争力及び生産性の向上を図

り、市場環境、優位性、収益性を考慮した地域選択と人的資源の効率的な投入により営業力と収益力の強化を目指

す。

　建築事業戦略としては、首都圏エリアを最も注力すべき市場と位置付け、多様な工法への対応を強化することで

非住宅部門の競争力を向上させるとともに省力化技術の確立・提案、ＩＣＴ技術の導入等、生産性の向上に取り組

み、営業力と収益力の強化を目指す。

　また、人的資源確保の観点から、社員の能力開発、教育・育成、待遇改善及び「働き方改革」に取り組むととも

に、経営の最重要施策として財務体質の充実と株主の皆様に対する安定配当の維持に努めていく。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）

（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

　普通株式 17,442,028 17,442,028
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 17,442,028 17,442,028 ─ ─

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はない。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はない。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2018年10月１日

（注）
△69,768 17,442 － 9,039 － 7,549

（注）株式併合による減少である。

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

①【発行済株式】

2018年9月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 1,054,000
─ ─

完全議決権株式（その他） 普通株式　85,551,000 85,551 ─

単元未満株式 普通株式　  605,143 ─ ─

発行済株式総数 　　　　　87,210,143 ─ ─

総株主の議決権 ─ 85,551 ─

（注）　１.単元未満株式の欄には、証券保管振替機構名義の株式が20株含まれている。

２.2018年６月28日開催の第69回定時株主総会の決議により、2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割

合で株式併合を行い、発行済株式総数は69,768,115株減少し、17,442,028株となっている。

３.2018年６月28日開催の第69回定時株主総会の決議により、2018年10月１日付で単元株式数を1,000株から100

株に変更している。

 

②【自己株式等】

2018年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大豊建設株式会社
東京都中央区新川

一丁目24番４号
1,054,000 ─ 1,054,000 1.21

計 ─ 1,054,000 ─ 1,054,000 1.21

（注）　１.2018年６月28日開催の第69回定時株主総会の決議により、2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割

合で株式併合を行っている。

　２.2018年６月28日開催の第69回定時株主総会の決議により、2018年10月１日付で単元株式数を1,000株から100

株に変更している。

 

２【役員の状況】

　該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 44,252 47,679

受取手形・完成工事未収入金等 ※２ 66,028 ※２ 58,509

未成工事支出金等 2,374 3,451

短期貸付金 20 20

立替金 7,777 7,075

その他 1,617 3,729

貸倒引当金 △91 △81

流動資産合計 121,978 120,383

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 5,572 6,913

機械、運搬具及び工具器具備品 8,397 7,628

土地 5,358 5,359

リース資産 172 88

建設仮勘定 1,319 602

減価償却累計額 △10,950 △10,158

有形固定資産合計 9,869 10,433

無形固定資産 134 140

投資その他の資産   

投資有価証券 7,585 8,020

長期貸付金 42 24

繰延税金資産 218 161

その他 851 968

貸倒引当金 △119 △105

投資その他の資産合計 8,579 9,068

固定資産合計 18,583 19,642

資産合計 140,561 140,026
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 44,231 39,011

短期借入金 1,850 1,850

1年内返済予定の長期借入金 3,150 －

未払法人税等 2,137 387

未成工事受入金 8,933 11,552

預り金 10,739 14,184

完成工事補償引当金 336 780

賞与引当金 736 13

工事損失引当金 541 669

その他 2,343 860

流動負債合計 74,999 69,309

固定負債   

長期借入金 － 3,150

繰延税金負債 230 252

退職給付に係る負債 6,285 6,137

その他 1,137 995

固定負債合計 7,654 10,535

負債合計 82,653 79,845

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,039 9,039

資本剰余金 7,997 8,010

利益剰余金 37,974 41,257

自己株式 △160 △665

株主資本合計 54,850 57,641

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,083 1,796

繰延ヘッジ損益 257 118

為替換算調整勘定 △22 △22

退職給付に係る調整累計額 △179 △156

その他の包括利益累計額合計 2,139 1,735

新株予約権 545 427

非支配株主持分 372 376

純資産合計 57,908 60,181

負債純資産合計 140,561 140,026
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 106,359 106,068

売上原価 93,888 95,092

売上総利益 12,471 10,976

販売費及び一般管理費 3,831 4,095

営業利益 8,639 6,880

営業外収益   

受取利息 3 2

受取配当金 96 103

為替差益 78 －

その他 90 54

営業外収益合計 268 160

営業外費用   

支払利息 25 26

支払保証料 58 52

為替差損 － 17

その他 12 28

営業外費用合計 96 124

経常利益 8,812 6,916

特別利益   

固定資産売却益 ※１ 0 ※１ 13

特別利益合計 0 13

特別損失   

固定資産除売却損 ※２ 0 ※２ 114

訴訟関連損失 46 12

その他 133 0

特別損失合計 179 126

税金等調整前四半期純利益 8,633 6,803

法人税、住民税及び事業税 2,717 1,949

法人税等調整額 △106 268

法人税等合計 2,610 2,217

四半期純利益 6,022 4,586

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△30 6

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,052 4,579
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 6,022 4,586

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 841 △287

繰延ヘッジ損益 248 △139

為替換算調整勘定 4 0

退職給付に係る調整額 57 22

その他の包括利益合計 1,151 △403

四半期包括利益 7,173 4,182

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,204 4,175

非支配株主に係る四半期包括利益 △30 6
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はない。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はない。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はない。

 

（追加情報）

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半
期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債
は固定負債の区分に表示している。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　偶発債務（保証債務）

　分譲代金の前金返還に対する連帯保証

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

㈱モリモト 263百万円 ㈱モリモト 545百万円

㈱タカラレーベン東北 196 ㈱コーセーアールイー 40

㈱コーセーアールイー 36   

計 496 計 585

 

　事業資金の借入金に対する連帯保証

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

ホテル朱鷺メッセ㈱ 21百万円 18百万円

 

　マンション購入者の借入金に対する連帯保証

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

マンション購入者２件 7百万円 4百万円

 
※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしている。なお、当第

３四半期連結会計期間末日が金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形が四半期連結会計期間末残高に
含まれている。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

受取手形 36百万円 1百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　固定資産売却益の内訳

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

機械、運搬具及び工具器具備品 0百万円 13百万円

 

※２　固定資産除売却損の内訳

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

建物・構築物 0百万円 113百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 0 0

計 0 114

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

減価償却費 359百万円 510百万円

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年12月31日）

　１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 776 9 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

 

当第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

　１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,296 15 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

（注）2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っている。「１株当たり配当額」については、

当該株式併合前の金額を記載している。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日　至2017年12月31日）

　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結損益

計算書計上額

（注２） 土木事業 建築事業 その他の事業 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 52,273 51,566 2,519 106,359 － 106,359

セグメント間の内部売上

高又は振替高
95 4 1,512 1,612 △1,612 －

計 52,368 51,571 4,032 107,972 △1,612 106,359

セグメント利益 6,029 2,584 45 8,659 △19 8,639

（注）１．セグメント利益の調整額△19百万円は、セグメント間取引消去である。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

　　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年12月31日）

　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結損益

計算書計上額

（注２） 土木事業 建築事業 その他の事業 計

売上高       

外部顧客に対する売上高 53,977 49,851 2,239 106,068 － 106,068

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ 3 1,171 1,175 △1,175 －

計 53,977 49,855 3,410 107,243 △1,175 106,068

セグメント利益 4,728 2,077 120 6,925 △45 6,880

（注）１．セグメント利益の調整額△45百万円は、セグメント間取引消去である。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとお

りである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 350.35円 265.66円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万

円）
6,052 4,579

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益（百万円）
6,052 4,579

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,276 17,239

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 345.70円 262.34円

（算定上の基礎）   

普通株式増加数（千株） 232 218

　　（うち新株予約権（千株）） （232） （218）

　（注）2018年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っている。前連結会計年度の期首に当該株式

併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定してい

る。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はない。

 

２【その他】

　該当事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月14日

大豊建設株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 金子　能周　　　　 印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岩出　博男　　　　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大豊建設株式会

社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大豊建設株式会社及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提出

会社が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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